
 
 
国、県の新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた本市の対応について 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の延長が国から

発出されたことなどを受け、本市の対応について別添のとおりとしましたので、

お知らせします。 

 

令和２年５月７日 

１８：００ 

相模原市発表資料 

問合せ先 

政策課  

新型コロナウイルス感染症対策企画班 

電話番号 042-707-7027 

対応責任者 菊地原 



1 
 

国、県の新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた本市の対応について 
 

令和２年４月８日   
令和２年５月７日改定  

新型コロナウイルス感染症相模原市対策本部 
 

令和２年４月７日に国から緊急事態宣言が７都府県に対して発出され、これを受けて神
奈川県から「特措法に基づく緊急事態措置に係る神奈川県実施方針」が示された。また、 
４月１６日には、緊急事態宣言の対象区域が全都道府県に拡大されるとともに、5月 4日に
は、緊急事態宣言の期間が５月３１日まで延長することが決定された。 
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、世界規模で経済・社会に重大な影響がもたらさ

れている。この難局を乗り切るため、市民の皆様と一丸となって、収束に向けた取組を具体
的に実行しているところであるが、都市部を中心に感染者数は増加しており、予断を許さな
い状況となっている。 
このため、引き続き、国、県と認識を一つにし、市として実施する最大限の対策について、

強力に打ち出し、新型コロナウイルス感染症対策を総合的に進めることとする。 
なお、実施に当たっては、感染された方やそのご家族に対する人権や個人情報の保護に最

大限配慮を行うものとする。 
 
１ 対応の期間 
 令和 2年 4 月 8 日（水）から５月３１日（日）まで 
※各項目において期間を明示しているものを除く 

 
２ 対応の内容 
（１）衛生分野 
ア 医療体制の確保 
  新型コロナウイルス感染者への対応により、市内医療機関が決して医療崩壊を起こ
すことがないよう、国や県、医療機関等と連携しながら、「神奈川モデル」を基本とし、
検査体制や病床の確保に取り組む。 
具体的には、ＰＣＲ検査体制の充実や中等症の患者を集中的に受け入れる病床の確

保などに取り組む。 
（２）生活分野 
ア 市民の外出の自粛要請 
  緊急事態宣言の期間中においては、真にやむを得ない場合を除き、外出を自粛するよ
う、市民に強く協力を要請する。また、テレワーク、時差出勤、会議・出張の抑制など、
それぞれの企業や団体の状況に応じて、集団の発生をできる限り抑える取組もお願い
する。やむを得ず外出する場合であっても、いわゆる「密閉」「密集」「密接」の「３密」
に当てはまる状態を極力避けるよう、市民に改めて周知し、行動変容の継続を促す。 
イ 市実施イベントの自粛及び市設置施設の利用休止期間の延長 
  市が実施するイベントの自粛及び市が設置している施設の休止期間を8月３１日（月）
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まで延長する。 
ウ イベント等の実施の自粛に伴う利用料の還付 
  イベント等の自粛を促すため、市の施設利用を取りやめた場合に利用料を還付する
期間を６月１３日（土）から 8月３１日（月）まで延長する。 
※イ、ウについては、国や県の動向及び市内での感染者の状況等を踏まえ、休止施設や
期間の見直しを行うものとする。 
エ 市立小学校・中学校等の臨時休業の延長 
  市立小学校・中学校及び義務教育学校について、４月６日（月）からの臨時休業措置
を 5月３１日（日）まで延長する。 
オ 臨時休業期間中の学習支援 
  市立小学校・中学校及び義務教育学校の臨時休業延長に伴い、自宅における学習支援
のため、学習動画コンテンツの配信、規則正しい生活習慣の定着に向けた支援、各学校
における自宅学習への支援・指導を行う。 
カ 保育所等・児童クラブの利用 
  保育所等・児童クラブについては、社会生活を維持する上で必要なサービスの提供を
確保するため、当面の間、開所とする。ただし、保育の提供や児童クラブの利用が真に
必要な方以外については、利用の自粛をお願いする。 

 キ 税金や公共料金等の市の債権の支払猶予等 
市税、国民健康保険税、介護保険料や、上下水道料金、事業者の皆様が事業実施のた

めに利用されている公の施設の目的外使用料、道路等の占用料などについて支払いが
困難な場合に、支払猶予を行うとともに、国民健康保険税、介護保険料についての減免
申請制度の設置や、経済的支援等に必要な証明書の発行手数料を免除するなど、柔軟な
対応を図る。 
ク 感染防止に係る市民への支援と啓発 
  市民の不安解消を図るため、次亜塩素酸水の無料配布などの支援や、感染症予防の更
なる意識啓発を行い、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止につなげる。 
ケ 市民の心のケア等相談・支援の充実 
  新型コロナウイルス感染防止対策に従事したときの不安や、外出自粛・学校の休校等
により生じる子育て、教育、家庭の問題などの相談体制や、妊産婦や子育て世帯などへ
の支援を充実する。 
コ 高齢者・障害者施設の事業継続に当たっての相談 
当面の間、高齢者や障害者のデイサービス・ショートステイ事業などは、感染防止

策を講じた上で開所する。施設の事業継続について、事業者の不安払拭のための相談
体制を継続する。 

 サ 高齢者、障害者等に対する相談 
地域の関係機関等と連携しながら、支援が必要な高齢者や障害者等に対し、電話や

訪問等により在宅での生活状況等を把握するとともに、相談支援を継続する。また、
生活困窮者自立支援相談窓口等における生活困窮者やひきこもり状態等にある方への
相談体制を強化する。 
シ 乳幼児健康診査及びがん集団検診の取扱い 
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当面の間、乳幼児健康診査及びがん集団検診は中止を継続する。 
（３）経済分野 
ア 経済対策の迅速な実施 
  国の緊急経済対策に基づき、１人につき１０万円の特別定額給付金や、子育て世帯へ
の臨時特別給付金について、できる限り早期に実施していく。 
また、中小企業への資金繰り支援のほか、本市の実情や特性を踏まえた対策をできる

限り早期に実施していく。 
イ 経済的な影響等に関する相談対応 
  事業の継続に困窮している中小・小規模事業者及び個人事業主への相談体制を強化
する。 
ウ 市が発注する工事及び業務の履行期限等の柔軟な対応 
  市が実施する工事及び業務について、引き続き発注を継続するとともに、事業者から
の申し出に応じて履行期限等を柔軟に対応する。また、事業者の財政的支援のため、物
品の購入等について可能な限り早期発注に努める。 
 

３ 対応のための市の体制について 
（１）新型コロナウイルス関連対策推進本部の設置（４月２０日） 
   新型コロナウイルス関連対策推進本部を設置し、情報の一元的な集約、緊急経済対策
など各施策の総合調整等を的確に行う。 

（２）積極的かつ迅速な情報発信 
   感染症の発生状況や各種支援策の情報等について、ひばり放送や市ホームページ、Ｓ
ＮＳ等を活用して、積極的かつ迅速に市民に情報提供を行う。 

（３）緊急性が高くない業務の縮小 
   市役所の資源を新型コロナウイルス対策関連に集中するため、業務継続計画（ＢＣＰ）
による業務の縮小に努める。 

（４）業務体制の確保 
シフト勤務や執務場所の分離、テレワークなどにより、職員の感染予防策を最大限実

施し、市の機能を維持する。また、職員の配置を柔軟に行い、感染の収束に向けた取組
や市民・事業者への支援の取組を迅速に行える体制を整備する。 

（５）市施設における感染防止対策 
市庁舎等の窓口に飛沫感染防止用シートの設置、待合スペースでの間隔の確保、混雑

情報の発信等、感染拡大リスクに配慮した対策を引き続き講じる。 
（６）国・県等との連携 
   本実施方針に定める対応を有効に実施するため、国、県及び首都圏を中心とした各都
県・指定都市と緊密に連携して進める。 

 
  上記のほか、新型コロナウイルスに関連する対策について、有効かつ即効性のある取組
を優先して検討し、早期に実施していくものとする。 

 
以 上   


